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営農型太陽光発電社会実装推進コンソーシアム

•一般社団法人プラチナ構想ネットワーク再生可能エネルギー産

業イニシアティブの活動から、営農型太陽光発電の社会実装推

進を目的として2026年4月に発足した。リーダーは千葉エコ・

エネルギー株式会社取締役会長の馬上丈司。

•コンソーシアムの会員は企業37社、自治体9地域、個人2名と協

力団体7社で構成。（2026年8月17日現在）

•プラチナ構想ネットワークには自治体首長会員として全国220

地域以上の都道府県・市区町村が会員として参画。

• 6月には望ましい営農型太陽光発電に関する政策提言を公表。

営農型太陽光発電社会実装推進コンソーシアム 2



設立の背景と目的

• 営農型太陽光発電の意義

• エネルギー創出＋農業・農村振興＋地方創生＝「三方良し」

• エネルギー安全保障、食料安全保障に貢献

• 営農型太陽光発電の課題

• 営農型太陽光発電に対する理解の醸成

• 農業振興との連携・農地法の手続き、将来的な営農継続

• 技術要件、収益性評価、地域受容性、維持管理、電力供給・販売スキームなど

• 2026年は営農型太陽光発電にとっての大きな政策の転換点

• 農水省の「望ましい営農型太陽光発電」の議論

• 政府による「大規模メガソーラー対策パッケージ」の策定

背
景

目
的

農業者に加えて、農業機械メーカー・エネルギー・金融・流通・大学・研究
機関・自治体等が協働し、地域ごとの最適解を導く“横断型プラットフォー
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農地における
農作物生産と
太陽光発電の共創
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営農型太陽光発電に関する制度史概論

• 2018年5月 一時転用許可期間を10年以内とするなどの制度改正

• 2020年4月 FIT制度における特定営農型太陽光発電設備の導入

• 2021年3月 再エネタスクフォースにて制度見直し案提示

• 2022年2月 今後の望ましい営農型太陽光発電のあり方を検討する有識者会議 

• 2023年2月 農地法制の在り方に関する研究会第3回で営農型がテーマに

• 2023年6月 自民党農地政策検討委員会営農型太陽光発電PTより提言書提出

• 2024年4月 農地法施行規則改正

• 2025年5月 望ましい営農型太陽光発電に関する検討会 開始

• 2025年12月 大規模メガソーラー対策パッケージ 策定

• 2026年4月 望ましい営農型太陽光発電に関する取りまとめ
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営農型太陽光発電を含む政府計画

•食料・農業・農村基本計画（令和2年度から導入）

•農山漁村再生可能エネルギー法 基本方針

•第7次エネルギー基本計画（第6次から導入）

•第6次環境基本計画（第5次から導入）

•地球温暖化対策計画

•パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略

•成長戦略フォローアップ2019

•未来投資戦略2017, 2018 ほか
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営農型太陽光発電の役割は

再生可能エネルギー発電の選択肢から

農業と地域を守る基盤へ
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農業施設一体

陸前高田市

2023年竣工
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藤棚式

千葉市

2024年竣工

営農型太陽光発電社会実装推進コンソーシアム 9



垂直設置型

帯広畜産大学

2025年竣工
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一軸追尾式

氷見市加納

2026年竣工
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一本足式

栗東市

2026年竣工
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架台設計からソリューションへ

•初期の営農型太陽光発電は、太陽光パネルの配置（遮光率）を

含む架台設計と、そこに適合した営農は何かが中心だった。

•過去5年を振り返っても、垂直設置型が一軸追尾式、一本足に

農業施設一体型まで、設備設計は多様化が進んでいる。

•農地・農作物・農業機械といった「農業条件」だけでなく、支

柱構造や太陽光パネルの配置、可動方式、エネルギーの利用方

法まで含め、多軸での評価・分類が不可欠となってきた。

•今後、いわゆるメガソーラーの敷地内においても農業生産や生

物多様性の保全といった取り組みが始まれば、更に拡張される。
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農山漁村再生可能エネルギー法に

営農型太陽光発電が導入され

新たな段階へ移行
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農山漁村再生可能エネルギー法による新制度
手段としては望ましいが環境が整っていない

•農山漁村再生可能エネルギー法に基づく市町村の基本計画に

よって、各地域における「望ましい営農型太陽光発電」を実現

していくという形式は、地域の農業振興に資する営農型太陽光

発電を各地域で実現していくという方向性において望ましい。

•一方で、既存事例を含めた営農型太陽光発電の優良事例や地域

の農業振興に貢献している事例情報など、「良い営農型太陽光

発電」に関する普及啓発が不十分な環境で市町村が基本計画を

考えようとしても、果たして良い計画が出来るのか疑問。

•何より営農型太陽光発電導入の定量的な導入目標は不可欠。
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今後議論すべき「支援策」のあり方

•今次の農山漁村再生可能エネルギー法の制度改正に基づく市町

村の基本計画により設備整備計画の認定を受けた営農型太陽光

発電事業は、現行制度下において「地域の合意形成を得た最も

望ましい形の再生可能エネルギー事業」モデルとして評価され

るべきである。

•従って、政府の大規模太陽光発電事業に関する対策パッケージ

において明示されている通り、「太陽光発電への税制や予算等

による国の支援」の「重点化を行っていく」対象として、これ

らの営農型太陽光発電事業には政府によるあらゆる支援策が優

先的かつ十全に講じられるべきである。
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農地は電気すらも生み出す場所へと進化した

この価値を私たちはどう活かすべきか
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営農型太陽光発電のポテンシャル

•プラチナ構想ネットワークとして、2050年に営農型太陽光発電

の導入ポテンシャルを263GWacと試算。年間3,000億kWhを供給

し太陽光発電全体の40％以上を占める主要な電源として確立。

•上記の達成に向けた営農型太陽光発電の累計設備投資は40兆円

超、1年間の発電電力の経済価値は約3～6兆円超と推定。

•現在の国内における農業部門の年間総エネルギー需要を電力換

算した場合、約460億kWhとなる。まずはこれを再生可能エネル

ギー100％で充足することを目指す必要がある。

•農業生産に要するエネルギーの自給率向上を図り、農業・農村

の所得向上を目指し、真に持続可能な国内農業を実現していく。
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農業に動力機械が導入されて100 年

新たな太陽の恵みを得て

私たちは次の100 年を創る
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